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BPOM（国家食品医薬品監督庁）による製品表示に関する規制改正 
2024 年 11 月 28 日に化粧品の表示、販売促進および広告に関する BPOM 規則 2024 年 第 18 号が施行さ

れました（以下「化粧品表示に関する BPOM 規則」いいます）。今回の改正の目的は、ASEAN 化粧品規制

への順応や宗教的観点も含めた消費者保護、製品の適正な管理であり、主に成分表示や認証情報などについ

て規制されています。また、2024 年の 9 月には、化粧品成分に関する BPOM 規則 2024 年第 16 号（以下

「化粧品成分に関する BPOM 規則」といいます）、2024 年の 6 月には、食品と医薬品のラベル表示に関し

ても、医薬品・健康補助食品のラベル表示に関する BPOM 規則  2024 年第 10 号 （以下「食品・医薬品表

示に関する BPOM 規則」といいます）が施行されており、それぞれ、一部の内容をご紹介いたします。 

 

1. 化粧品成分と包装表示に関する規制 

(1) ラベル表示に関する規制 

2024 年製品のラベル表示に関して規制が強化され、ハラル認証を取得し、通知番号(nomor notifikasi)を

得た企業は、製品にハラルラベルを表示することができる規定が追加されました（化粧品表示に関する

BPOM 規則第 5 条）。 

また、すでに廃止された以前の規制である化粧品の製造および流通に関する BPOM 規則 2023 年第 12 号

の下では、容器を捨てることなく中身だけを入れ替えられる商品であるリフィル商品に関して、衛生管理、

製造手順などに重点が置かれていた他、対象は液体石鹸やシャンプーなどの特定のカテゴリーに限定されて

いましたが、化粧品表示に関する BPOM 規則の下では対象に、ベビー用品などが追加され、ラベル表示に

ついては、a.) 化粧品の名称、b.) 通知番号、c. )ロット番号（nomor batch）、d.) 化粧品詰替施設の名称

及び住所、e. )充填した日付、 f.) 使用期限を記載することが必須となりました（化粧品表示に関する BPOM

規則第 7 条）。 

 上記規定に違反した事業者は、a.) 書面による警告、b.) 1 年を上限とする化粧品の一時的な販売停止、

c.) 流通している製品の撤去、d.) 製品の廃棄、e.) 事業活動の一時停止、f.) 製品届出の取り消し、g.) 公表

などの行政処分を受ける可能性があります（化粧品表示に関する BPOM 規則第 21 条）。 
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 Introduction 
 多民族国家であるインドネシアには、華僑の人口

も東南アジアの中でも最も多く、ビジネスにおいて

も、大きく影響を及ぼしています。多民族国家である

一方、法律においてはイスラム教の影響を受けてお

り、2024 年には食品・医薬品・化粧品の成分やラベル

表示に関して、ハラルにも関連する新規制が施行さ

れ、本 Newsletter では、改正・追加された法律の一部

をご紹介します。 

また、昨年末に発表された、インドネシアにおける

最低賃金を主要都市ごとにご紹介します。 

本ニュースレターの受信者の皆様にとって関心のあ

る テ ー マ の ご 要 望が ご ざ い ま し た ら、 村 瀬

yoshiyam@tnygroup.bizまでご連絡頂けますと幸いで

す。 
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(2) 化粧品成分に関する規制 

化粧品に使用する成分に関しても 2024 年 9 月に新規制が施行されています。エシェリヒア・コリ

（Escherichia coli / E. coli）や黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）などの汚染の可能性がある微

生物は、1 グラム当たり 1 ミリリットル以上、含むことは禁止されています。また、鉛、水銀、ヒ素などの

重金属や、ホルムアルデヒドやフタル酸エステルなどの化学物質に関しても、それぞれの成分ごとに基準値

が公表されています（化粧品成分に関する BPOM 規則付属文書第 1、2、3 項）。 

 

2. 食品・医薬品に関する包装表示に関する規制 

インドネシア国内において、医薬品、および健康補助食品を販売する事業者は、製品のラベルに成分表示

を記載する義務があります（食品・医薬品表示に関する BPOM規則第 2条）。成分表示には、a.) 製品名、 

b.) 製造業者および事業者の名称・住所、 c.)委託製造者および受託製造者の名称・住所（委託製品の場

合）、d.)ライセンス提供者の名称・住所（ライセンス取得が必要な製品の場合）、e.)内容量、正味重量、

および/または数量、 f.)成分（Komposisi）、g.)添加物（Bahan tambahan）、h.)効能・効果（Klaim 

Khasiat/Manfaat）、i.)使用方法（Aturan pakai）、j.)副作用・相互作用・警告・注意事項 、k.)販売許可

番号（Nomor Izin Edar）、l.)製造ロット番号（Kode Produksi）、m.)使用期限（Kedaluwarsa/Expired 

Date）、n.)保管条件（Kondisi Penyimpanan）、o.)2D バーコード（2D Barcode）、p.)ロゴおよび表記、

q.)その他の安全性・品質基準に関する情報が含まれます。また、ハラル認証やアルコールの含有量も記載

することが可能です（食品・医薬品表示に関する BPOM 規則第 6 条）。さらに、これらの情報は、インド

ネシア語で記載されなければなりません。ただし、製品名については、アルファベットを使用している場合

には、インドネシア語以外での表記が可能です（食品・医薬品表示に関する BPOM 規則第 8 条）。 

 

 

 

2025年地域別最低賃金に関して 
 最低賃金の上昇率は 6.5％と発表され、各地域の最低賃金も発表されており、下記にて主要地域の最低賃

金をご紹介いたします。なお、最低賃金とは、「各州知事によって定められた企業における最低限の月額賃

金」と定義されています（2025 年の最低賃金の決定に関する労働大臣令 2024 年第 16 号第 1 条）。法令

上、直接的に、最低賃金に関する月間の労働時間については、明記されておりません。しかし、時給での給

与計算方法においては、月間の勤務時間の基準として 173 時間が適用されており（有期雇用契約、業務委

託、労働時間および休息時間、ならびに解雇に関する政令 2021 年第 35 号第 32 条）、最低賃金に関する必

要な月間労働時間においても、173 時間が 1 つの基準といえます。 

 

地域名 月額最低賃金 

リアウ州 

プカンバル Rp 3,675,937 

リアウ諸島 

バタム Rp 4,685,050 

ビンタン Rp 4,207,726 

ランプン州 

バンダールランプン Rp 2,893,070 

ジョグジャカルタ特別州 

バントゥール Rp 2,360,533 

東ジャワ州 

トゥバン Rp 3,050,400 

中部ジャワ州 
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デマック Rp 2,940,716 

バタン Rp 2,282,026 

ケンダル Rp 2,783,455 

西ジャワ州  

ブカシ市 Rp 5.690.752 

ブカシ県 Rp 5.558.515 

カラワン Rp 5.599.593 

バンドン市 Rp 4.482.914 

チマヒ Rp 3.863.692 

ボゴール市 Rp 5.126.897 

ボゴール県 Rp 4.877.211 

西バンドン県 Rp 3.736.741 

バンドン県 Rp 3.757.284 

プルワカルタ Rp 4.792.252 

チレボン県 Rp 2.681.382 

チレボン市 Rp 2.697.685 

ジャカルタ特別州  

ジャカルタ Rp 5.396.761 

バンテン州  

チレゴン市 Rp 5.128.084 

セラン市 Rp 4.418.261 

セラン県 Rp 4.857.353 

タンゲラン県 Rp 4.901.117 

タンゲラン市 Rp 5.069.708 

南タンゲラン市 Rp 4.974.392 

バリ島  

バドゥン Rp 3,534,338 

デンパサール Rp 3,298,116 

タバナン Rp 3,102,520 

東カリマンタン州  

IKN Rp 3,957,345 

 

 

 

2024年 12月、2025年 1月に発出された主な法令情報（12月 15日～1月 14日）/ 

Major updates on Legislations in October 2024  & November 2024 (October 

to November) 

Official Extraordinary Gazette Notification, other Circulars and Court decisions 

Issue 

Date 
Title Issuing Ministry 

17-Dec 

Surat Edaran Mahkamah Agung Nomor 2 Tahun 2024 tentang Pemberlakuan 

Hasil Rumusan Rapat Pleno Kamar Mahkamah Agung Tahun 2024 Sebagai 

Pedoman Pelaksanaan Tugas Bagi Pengadilan. 

Supreme Court 
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「2024 年最高裁判所部門別全体会議の結果の実施に関する業務遂行

の指針」を公表 

20-Dec 

Keputusan Menteri Perindustrian Republik Indonesia Nomor 3671 Tahun 

2024 tentang Perubahan Ketiga atas Keputusan Menteri Perindustrian Nomor 

885 Tahun 2024 tentang Kendaraan Bermotor Listrik Berbasis Baterai Roda 

Empat Tertentu dan Kendaraan Bermotor Listrik Berbasis Baterai Bus 

Tertentu yang Memenuhi Kriteria Nilai Tingkat Komponen Dalam Negeri 

yang Atas Penyerahannya Dapat Memanfaatkan Pajak Pertambahan Nilai 

yang Ditanggung Pemerintah Tahun Anggaran 2024. 

工業大臣令第 885号（2024年）の第三次改正：特定の四輪車および特

定のバス向けの電動自動車で、国内部品比率（TKDN）基準に関する

規定、およびその引渡しにおいて政府負担の付加価値税（VAT）の

適用を受けることができる措置（2024年度会計） 

Ministry of Industry 

30-Dec 

Keputusan Menteri Perdagangan Nomor 1685 Tahun 2024 tentang Harga 

Referensi Crude Palm Oil Yang Dikenakan Bea Keluar dan Tarif Layanan 

Badan Layanan Umum Badan Pengelola Dana Perkebunan Kelapa Sawit 

貿易大臣令第 1685 号（2024 年）輸出税の対象となる粗パーム油

（Crude Palm Oil）の基準価格およびパーム油プランテーション基金

管理局への手数料に関する通達 

Ministry of Trade 

30-Dec 

Keputusan Menteri Perdagangan Nomor 1685 Tahun 2024 tentang Harga 

Referensi Crude Palm Oil Yang Dikenakan Bea Keluar dan Tarif Layanan 

Badan Layanan Umum Badan Pengelola Dana Perkebunan Kelapa Sawit 

輸出税の対象となる粗パーム油の基準価格およびパーム油プランテー

ション基金管理局への手数料に関する決定 

Ministry of Trade 

31-Dec 

PMK 138 Tahun 2024 tentang Standar Barang dan Standar Kebutuhan Barang 

Milik Nega 

財務大臣令、国有財産の基準および必要基準に関する規定 

Ministry of Finance 

31-Dec 

PMK 135 Tahun 2024 tentang Pajak Penjualan atas Barang Mewah atas Impor 

dan/atau Penyerahan Barang Kena Pajak yang Tergolong Mewah Berupa 

Kendaraan Bermotor Listrik Berbasis Baterai Roda Empat Tertentu yang 

Ditanggung Pemerintah Tahun Anggaran 2025. 

特定の四輪電気自動車（Battery-Based Electric Motor Vehicles）に係る

課税貨物の輸入および／または引渡しに対する贅沢品税（Luxury 

Goods Tax）の政府負担措置（2025会計年度） 

Ministry of Finance 

06-Jan 

Peraturan Menteri Keuangan Nomor 4 Tahun 2025 tentang PERUBAHAN 

KEDUA ATAS PERATURAN MENTERI KEUANGAN NOMOR 96 

TAHUN 2023 TENTANG KETENTUAN KEPABEANAN, CUKAI, DAN 

PAJAK ATAS IMPOR DAN EKSPOR BARANG KIRIMAN. 

財務大臣令第 96 号（2023 年）の第 2 次改正：貨物の輸出入に関する

関税、物品税、および税規定に関する財務大臣令第 4号（2025年） 

Ministry of Finance 

09-Jan 

Keputusan Menteri No. 15 tahun 2024 dari Menteri Energi dan Sumber Daya 

Mineral 

2024年 12月のインドネシア原油価格（Indonesia Crude Oil Price）に関

するエネルギー・鉱物資源大臣令第 9号（2025年） 

Ministry of Energy and 

Mineral Resources 

09-Jan 

Peraturan Menteri Pelindungan Pekerja Migran Indonesia/Badan Pelindungan 

Pekerja Migran Indonesia Nomor 1 Tahun 2025 tentang TATA CARA 

PEMBERIAN IZIN PERUSAHAAN PENEMPATAN PEKERJA MIGRAN 

INDONESIA. 

海外労働者派遣企業への許可付与手続きに関するインドネシア海外労

働者保護大臣令第 1号（2025年） 

Minister of Indonesian 

Migrant Worker 

Protection / Indonesian 

Migrant Worker 

Protection Agency 
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ご案内 
 

 弊事務所では、新規取引に関する契約書の作成やレビュー、雇用契約に関するご相談、債権回収に関する

ご相談、日本語での解説、書類の用意、手続き代行など、幅広く承っております。 

 例えば、顧問契約においては、お客様のご事情に沿ったサービス内容を検討し、お見積りをご提案してお

ります。その他、顧問契約などの継続的なお取引のない方でも、案件ごとにご依頼いただけます。 

 また、事業の進め方や取引方法について、インドネシアの法令に基づいて最善の方法を検討したいという

お客様には、法令調査や関係機関へのヒヤリングなどの法律調査も承っております。 

✓ 株式譲渡手続きをしたい 

✓ 取締役、株主の変更手続きをしたい 

✓ 支店から現地法人に変更したい 

✓ 計画している事業について、外資規制があるか確認したい 

✓ 雇用契約のリーガルチェックをして欲しい 

✓ 契約書を作成して欲しい 

✓ 労働者のストライキへの対応について相談したい 

✓ 従業員を解雇したいが、どのように進めればよいか 

✓ 金銭トラブルを解決したい 

✓ 法務に関する事案は日本の親会社の法務部が管轄するが、現地でのサポートが欲しい、etc.… 

といった方、個々の案件ごとにお見積りを差し上げております。突発的に生じる、契約書作成やレビュー、

就業規則をはじめとする社内規定類の見直しなど、お気軽にお問合せください。 

 

編集後記 
 

2025 年も早 1 ヶ月が経過しました。1 月の後半には旧正月があり、インド

ネシアでも華僑などの中華系の方々を中心に、実家に帰ったり、中国に旅行

に出かけたりするような現地の方も多く見受けられました。 

また、インドネシアでは、多くの場所で旧正月を祝うイベントが開催さ

れ、大きく盛り上がります。 

ジャカルタの北部にあるチャイナタウンでは、インドネシア国内でも中華

系の方が多く在住しており、特に盛大に祝われ、獅子舞や伝統舞踊なども目

にすることができます。 

 

 

 

本稿は、2025 年 2 月 14 日現在の情報に基づきます。 
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